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3 2016（平成28年）

　国家予算における歳入の多くを税収が占めていることから、毎
年度の税制改正法案は、予算関連法案として予算案とともに年度
末である３月末の成立を目指して審議されます。そして、国会で
与党が多数を占め、与野党間で税制改正の大きな対立点がない年
度は、両案は同日に成立する場合が多くなっています。

予算案と税制改正法案

3月の税務と労務3月 （弥生）MARCH
20日・春分の日
21日・振替休日
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国　税／ 平成27年分所得税の確定
申告 2月16日～3月15日

国　税／ 個人の青色申告の承認申請
 3月15日

国　税／ 贈与税の申告 
 2月1日～3月15日

国　税／ 2月分源泉所得税の納付 
 3月10日

国　税／ 個人事業者の27年分消費
税の確定申告 3月31日

国　税／ 1月決算法人の確定申告（法
人税・消費税等） 3月31日

国　税／ 7月決算法人の中間申告 
 3月31日

国　税／ 4月、7月、10月決算法人の消
費税の中間申告（年3回の場
合） 3月31日

地方税／ 個人の都道府県民税、市町
村民税、事業税（事業所税）
の申告 3月15日

菜の花
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１　

概
要

　

キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
計
算
書
と
は
、

そ
の
名
前
の
通
り
キ
ャ
ッ
シ
ュ（
現
金
）

の
フ
ロ
ー（
流
れ
）
を
表
し
た
計
算
書

で
す
。

　

損
益
計
算
書
や
製
造
原
価
報
告
書

と
貸
借
対
照
表
か
ら
は
お
金
の
動
き

を
容
易
に
把
握
す
る
こ
と
は
で
き
ま

せ
ん
。
会
社
の
取
引
が
全
て
発
生
し

た
日
に
現
金
決
済
で
行
わ
れ
た
と
す

れ
ば
、
損
益
計
算
書
と
キ
ャ
ッ
シ
ュ

フ
ロ
ー
計
算
書
は
同
じ
も
の
に
な
り

ま
す
が
、
現
実
の
取
引
は
信
用
取
引

と
し
て
売
掛
金
や
買
掛
金
で
の
取
引

が
行
わ
れ
る
こ
と
が
よ
く
あ
り
ま
す
。

　

た
と
え
ば
商
品
を
引
き
渡
し
た
と

き
に
、損
益
計
算
書
上
で
は
「
売
上
」

に
な
っ
た
け
れ
ど
、
ま
だ
お
金
を
も

ら
っ
て
い
な
い
（
売
掛
金
）
と
い
う
入

金
の
ズ
レ
が
生
じ
ま
す
。
こ
の
ズ
レ

を
把
握
で
き
る
よ
う
に
す
る
の
が
、

キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
計
算
書
で
す
。

　

そ
れ
で
は
、
会
社
の
家
計
簿
で
あ

る
「
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
計
算
書
」

に
つ
い
て
確
認
を
し
て
い
き
ま
し
ょ

う
。

２　

種
類

　

キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
計
算
書
に
は

「
間
接
法
」
と
「
直
接
法
」
の
２
種
類

が
あ
り
ま
す
。

　

間
接
法
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ

ー
計
算
書
と
は
、
損
益
計
算
書
の
当

期
純
利
益
を
出
発
点
と
し
、
そ
こ
に

キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
に
関
連
す
る
調

整
を
加
え
る
こ
と
で
誘
導
的
に
営
業

キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
を
計
算
・
作
成

す
る
方
法
で
す
。
し
た
が
っ
て
作
成

が
容
易
で
、
損
益
計
算
書
の
利
益
と

キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
の
収
入
と
の
関

連
を
示
す
た
め
、
損
益
計
算
書
の
最

終
利
益
が
ど
れ
ほ
ど
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ

の
裏
づ
け
を
持
つ
の
か
と
い
う
、
資

金
の
裏
づ
け
の
あ
る
収
益
力
を
示
す

こ
と
が
可
能
に
な
る
と
い
う
利
点
が

あ
り
ま
す
。

　

そ
れ
に
対
し
て
直
接
法
に
よ
る
キ

ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
計
算
書
と
は
、
資

金
の
流
入
と
資
金
の
流
出
と
を
直
接

足
し
引
き
し
て
、
そ
の
差
額
と
し
て

営
業
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ

ー
を
表
示
す
る
方
法
で
す
。
実
際
の

資
金
の
流
入
流
出
を
把
握
す
る
必
要

が
あ
る
た
め
、
通
常
の
帳
簿
と
は
別

に
手
間
が
か
か
り
ま
す
。
そ
の
た
め

多
く
の
会
社
が
間
接
法
を
採
用
し
て

い
ま
す
の
で
今
回
は
間
接
法
に
絞
っ

て
説
明
し
ま
す
。

３　

間
接
法
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー

計
算
書

　
「
営
業
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ

ロ
ー
」「
投
資
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ

ュ
フ
ロ
ー
」「
財
務
活
動
に
よ
る
キ

ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
」
の
3
つ
の
項
目

が
あ
り
ま
す
。
こ
の「
営
業
」「
投
資
」

「
財
務
」
と
い
う
の
が
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ

フ
ロ
ー
計
算
書
を
見
る
と
き
の
ポ
イ

ン
ト
で
す
。

⑴
　
営
業
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー

　
　
と
は
？

　

営
業
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
か
ら
は
、

「
そ
の
会
社
の
本
業
で
ど
れ
だ
け
キ
ャ

ッ
シ
ュ
を
得
ら
れ
た
か
」
が
わ
か
り

ま
す
。
こ
の
項
目
に
つ
い
て
は
一
般

的
に
多
け
れ
ば
多
い
ほ
ど
良
い
と
さ

れ
て
い
ま
す
。

　

利
益
か
ら
ス
タ
ー
ト
し
て
色
々
な

項
目
を
加
減
し
て
い
き
ま
す
。

　

代
表
的
な
中
身
を
見
て
み
ま
し
ょ

う
。

①　

減
価
償
却
費

　
　

代
表
的
な
も
の
に
減
価
償
却
費

が
あ
り
ま
す
が
、
な
ぜ
プ
ラ
ス
に

な
る
の
で
し
ょ
う
か
？
損
益
計
算

書
で
は
減
価
償
却
費
は
費
用
す
な

わ
ち
マ
イ
ナ
ス
項
目
で
す
。

　
　

し
か
し
、
減
価
償
却
費
と
い
う

も
の
は
既
に
支
払
済
み
で
お
金
の

出
入
り
の
な
い
費
用
な
の
で
、
も

と
も
と
損
益
計
算
書
で
引
か
れ
て

し
ま
っ
た
も
の
を
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ

フ
ロ
ー
計
算
書
で
足
し
て
戻
し
て

い
る
と
い
う
わ
け
で
す
。
損
益
計

算
書
と
実
際
の
お
金
の
動
き
の
ズ

レ
を
修
正
し
て
い
ま
す
。

②　

売
上
債
権
の
増
加
額

　
　

売
上
債
権
の
増
加
額
が
マ
イ
ナ

ス
に
な
っ
て
い
る
理
由
も
、
減
価

償
却
費
と
同
様
で
す
。
売
上
債
権

（
売
掛
金
）
は
実
際
に
お
金
を
未

だ
受
取
っ
て
い
な
い
の
で
、
キ
ャ

ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
計
算
書
で
は
差
し

引
く
必
要
が
あ
る
の
で
す
。
反
対

に
仕
入
債
務
（
買
掛
金
）
の
増
加

額
で
は
プ
ラ
ス
に
な
る
わ
け
で
す
。

③　

棚
卸
資
産
の
増
加
額

　
　

棚
卸
資
産
が
増
加
し
た
場
合
に

は
、
実
際
に
手
元
に
現
金
が
あ
る

わ
け
で
は
な
い
の
で
、
キ
ャ
ッ
シ

ュ
フ
ロ
ー
計
算
書
で
は
マ
イ
ナ
ス

に
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
利
益

〜
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー

　
　
　
　
計
算
書
と
は
〜
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は
出
て
い
る
の
に
お
金
が
な
い
の

は
在
庫
の
過
多
が
原
因
で
あ
る
こ

と
が
多
く
、
黒
字
倒
産
の
要
因
に

も
な
り
か
ね
ま
せ
ん
。

⑵
　
投
資
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー

　
　
と
は
？

　

投
資
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
か
ら
は
、

「
将
来
の
利
益
獲
得
及
び
資
金
運
用

の
た
め
に
ど
の
程
度
の
資
金
を
支
出

し
、
ま
た
は
回
収
し
た
の
か
」
が
わ

か
り
ま
す
。

　

投
資
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
が
プ
ラ

ス
の
会
社
は
、
会
社
が
持
っ
て
い
た

固
定
資
産
や
有
価
証
券
な
ど
を
売
っ

た
り
、
貸
付
金
を
回
収
し
て
お
金
を

得
て
い
る
と
い
う
こ
と
が
わ
か
り
ま

す
。
逆
に
投
資
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー

が
マ
イ
ナ
ス
の
会
社
は
、
設
備
投
資

等
を
行
っ
て
い
る
会
社
で
す
。
営
業

キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
が
プ
ラ
ス
で
投

資
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
が
マ
イ
ナ
ス

で
あ
れ
ば
、
本
業
の
利
益
を
さ
ら
に

将
来
に
向
け
て
積
極
的
に
投
資
し
て

い
る
前
向
き
に
成
長
し
て
い
る
会
社

だ
と
も
言
え
ま
す
。

⑶
　
財
務
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー

　
　
と
は
？

　

財
務
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
か
ら
は
、

「
本
業
の
営
業
活
動
の
維
持
等
の
た
め

に
ど
の
程
度
の
資
金
の
調
達
又
は
返

済
を
行
っ
た
か
」
が
わ
か
り
ま
す
。

つ
ま
り
財
務
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ

ュ
フ
ロ
ー
は
文
字
通
り
、
企
業
の
財

務
に
係
わ
る
活
動
に
基
づ
く
キ
ャ
ッ

シ
ュ
フ
ロ
ー
に
よ
り
構
成
さ
れ
て
い

ま
す
。

　

本
業
が
不
調
で
資
金
繰
り
が
苦
し

い
企
業
の
場
合
は
、
銀
行
借
り
入
れ

を
行
っ
て
い
る
た
め
財
務
活
動
に
よ

る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
が
プ
ラ
ス
に

な
る
傾
向
が
あ
り
ま
す
。
本
業
が
好

調
な
企
業
は
基
本
的
に
は
マ
イ
ナ
ス

に
な
り
ま
す
が
、
将
来
の
事
業
拡
大

等
の
設
備
投
資
を
行
う
場
合
は
、
銀

行
借
り
入
れ
を
積
極
的
に
行
っ
て
投

資
を
行
う
た
め
、
財
務
活
動
に
よ
る

キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
が
プ
ラ
ス
と
な

る
こ
と
も
あ
り
ま
す
。

間接法のキャッシュフロー計算書（ひな型）
Ⅰ　営業活動によるキャッシュフロー

税金等調整前当期純利益 ××× 間接法
減価償却費 ×××
貸倒引当金の増加額 ×××
受取利息及び受取配当金 −×××
支払利息 ×××
有形固定資産売却益 −×××
売上債権の増加額 −×××
たな卸資産の減少額 ×××
仕入債務の減少額 −×××
小計 ×××
利息及び配当金の受取額 ×××
利息の支払額 −×××
法人税等の支払額 −×××

営業活動によるキャッシュフロー ×××

Ⅱ　投資活動によるキャッシュフロー
有価証券の取得による支出 −×××
有価証券の売却による収入 ×××
有形固定資産の取得による支出 −×××
有形固定資産の売却による収入 ×××
投資有価証券の取得による支出 −×××
投資有価証券の売却による収入 ×××
貸付けによる支出 −×××
貸付金の回収による収入 ×××

投資活動によるキャッシュフロー ×××

Ⅲ　財務活動によるキャッシュフロー
短期借入れによる収入 ×××
短期借入金の返済による支出 −×××
長期借入れによる収入 ×××
長期借入金の返済による支出 −×××
社債の発行による収入 ×××
社債の償還による支出 −×××
株式の発行による収入 ×××
自己株式の取得による支出 −×××
親会社による配当金の支払額 −×××

財務活動によるキャッシュフロー ×××

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額 ×××
Ⅴ　現金及び現金同等物期首残高 ×××
Ⅵ　現金及び現金同等物期末残高 ×××
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　昨年11月24日15時50分、日本のＨ−
ⅡＡロケットが、カナダTelesat社の通信
衛星を載せて、種子島の青空へ飛び立ちま
した。打上は無事に成功し、地球をまわる
軌道に衛星をのせることができました。
時間を守るのが大事
　実は、ロケットは、ただ宇宙に打ち上げ
るだけではなく、予定時刻に打ち上げるこ
とが重要なのです。特に、金星などの惑星
の探査や、国際宇宙ステーションとのドッ
キングでは、ロケット打上のタイミングが
シビアとなります。
　惑星や宇宙ステーションは、地球から見
て時々刻々と位置を変えているので、一度
タイミングを逃してしまうと、次のタイミ
ングがめぐってくるのは数か月後、という
こともあるのです。

日本のオンタイム率はダントツ
　今回の成功で、日本のオンタイム打上率
は94.1％。アメリカやヨーロッパが75%
以下なので、日本がダントツです。
　日本のものづくり技術や、用意周到な準
備に支えられた「時間を守るロケット」が、
世界から信頼されつつあります。打上成功
率自体も97.1％と、世界トップクラスです。
世界の宇宙市場をねらえ
　経済産業省は、内閣府や文部科学省とも
協力しながら、宇宙市場の獲得に努めてい
ます。地道な取組ですが、準備時に衛星メ
ーカーの外国人技術者がクレーンの操作を
できるようにするなど、顧客企業の要望に
あわせた規制緩和も実現しています。
　今後、世界の宇宙利用開発が進むにつれ
て、受注競争の激化が予想されます。今後
10年間で、新興国がこれまでの４倍もの
衛星を打ち上げるとの計画もあります。
　日本が競争を勝ち抜いていけるよう、政
府も後押ししながら取り組んでいます。
� （経済産業省「60秒解説」より）

　最近の正規雇用の就職難は、新卒の若者
やリストラを受けた中高年層に、深刻な打
撃を与えています。資格商法とは「今は国
家資格になっていないが、将来的には国家
資格になります」「就職に有利だから、簡
単に取れるから」などニーズのありそうな
資格などをでっちあげたり、勝手に協会を
つくったり、巧みな言葉で何らかの資格を
取るように勧誘し免状を発行するやり方で
お金をだまし取る詐欺です。
　取るように勧められる資格そのものがほ
とんど価値のない場合が多いですが、中に
は「うちの商材を購入すれば簡単にとれる」
など、資格そのものは正規の国家資格であ
ったとしても、テキストは某有名専門学校
の教材のコピーを利用していたり、またそ
れを取得するためのハードルがかなり高
く、結局資格を取れないままで終わってし
まいお金だけ先に支払っているケースなど
もありますので注意が必要です。

　

Ｉ
Ｒ
と
は
、Investor�Relations

の
略
で
投
資
家
向
け
の
広
報
活
動
の

こ
と
を
指
し
ま
す
。

　

有
価
証
券
報
告
書
な
ど
、
制
度
で

義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
も
の
を
開
示

す
る
デ
ィ
ス
ク
ロ
ー
ジ
ャ
ー
と
違
い
、

企
業
が
自
主
的
に
行
う
情
報
提
供
活

動
で
、
決
算
や
事
業
に
関
す
る
説
明

会
の
開
催
、
年
次
報
告
書
等
の
資
料

作
成
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
の
情
報
開

示
な
ど
が
あ
り
ま
す
。

　

以
前
は
投
資
家
や
証
券
ア
ナ
リ
ス

ト
を
対
象
と
し
た
Ｉ
Ｒ
活
動
が
中
心

で
し
た
が
、
昨
今
、
増
加
す
る
個
人

投
資
家
向
け
の
Ｉ
Ｒ
活
動
も
増
え
て

き
て
お
り
、
株
価
の
大
き
な
変
動
の

要
因
に
も
な
っ
て
き
て
い
ま
す
。
株

主
や
投
資
家
は
、
企
業
か
ら
投
資
判

断
に
必
要
な
企
業
情
報
を
得
て
、
効

率
よ
く
情
報
を
集
め
る
こ
と
が
で
き

る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

日本のロケットは
　　　　　●●がダントツ

〜資格（士）商法〜
Ｉ
Ｒ
と
は
？


